
（例：d4PDF※2を用いて推計された潮位偏差・波高について、統計解析を行い将来
推計値として設定）

※2「地球温暖化対策に資するアンサンブル気候予測データベース」（文部科学省気候変動リスク情報創生プログラム）

→台風の強度の増大
に伴う海水面の吸い上げ
・吹き寄せの増大

→台風の強度の増大
に伴う風速等の増大

「協働防護」による港湾の気候変動適応

協働防護が行われなかった場合に想定される浸水被害
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用
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設計上の耐力

＝必要となる耐力（設計供用期間中一定）

作用（一定）

安全性は設計供用期間中一定

設計上の耐力

作用（変化）

時間

供用開始X年

作
用
・
耐
力

時間 時間

作
用
・
耐
力

従来の考え方

①事前適応策 ②順応的適応策

作用（変化）

平均海面水位・潮位偏差・波高の将来変化

現在 2040年 2100年

・ 2040年までの間は、 ①平均海面水位、②潮位偏差、
（ 気温の２℃上昇シナリオの場合）

○気候変動に伴い設計供用期間内に想定
される作用の経年変化に対し、施設の
要求性能を確保する。

○それに対応する方策として、①設計供
用期間の初期段階で対応する「事前適
応策」と、②設計供用期間中に段階的
に対応する「順応的適応策」がある。

(b)

(c)

(b)供用後X年後の作用変化を考慮した安
全性を確保する。

(c)X年後に、設計供用期間末の安全性を
確保できる構造諸元とするよう、追加
工事を行う。

(a)設計供用期間中の作用の変化
を踏まえ、設計供用期間の初期
で構造側の対応を行う。

(a)

○港湾には、公共・民間の多様な主体が集積。

〇一部の主体が所有する護岸の嵩上げ等が不十
分である場合、浸水被害が港湾全体に及ぶた
め、物流機能や産業機能に支障が生じる恐れ。

○すべての関係者の合意のもと、気候変動への
適応水準や適応時期に係る共通の目標等を定
め、各々が施設の改良等を行う「協働防護」
を推進することにより、物流機能や産業機能
の維持が可能。

③波高が増加
・ 2040～2100年の間は、①平均海面水位のみが増加

外力の設定の考え方 港湾の施設の設計の考え方

協働防護の推進について

①平均海面水位の上昇
→気温上昇に伴う南極・グ
リーンランド等の氷の溶
解及び海水の熱膨張

②潮位偏差の増加

③波高の増加

平均海面水位

潮位偏差

波高（打ち上げ高）

余裕高

設計供用期間 設計供用期間

設計供用期間

+1m程度 +0.4m程度
（合計：1.4m程度）※1

※1 東京港海岸の防
潮堤における、モデ
ル台風により推計し
た潮位偏差・波高に
対する必要嵩上げ高
さのうち、最大値の
1.4mを例示
（出典：東京港海岸
保全施設整備計画
（令和５年３月東京
都港湾局））

３つのポイント

・方法２：気候変動を考慮した不特定多数の台風等による推計結果を基に、統計解析を行い設定

・気候変動により将来にわたり外力が増加

・外力が経年変化することを考慮した設計を導入

・官民の多様な関係者が合意して「協働防護」を推進

①平均海面水位の設定方法
・「日本の気候変動2020」（文部科学省・気象庁）等に示されている将来推計値を使用

②潮位偏差・③波高の設定方法
・方法１：気候変動を考慮したモデル台風により推計

（例：気候変動を考慮した伊勢湾台風級の台風による潮位偏差・波高を推計）

①
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